
事業番号 - - -

（ ）

近年、原子力利用を取り巻く環境変化等を受け、原子力関係学科・専攻の減少をはじめ大学における人材育成機能は脆弱化しており、原子力関係の教員数も減少傾向にある。このうち、40代以下の
教員数では特に顕著であり、H16年には121人いたが、R元年時点では85人へと減少している。また、令和４年度の調査では原子力関係学部・学科・専攻への入学者数においても、最盛期では673人入
学していたものが、直近では年185人と減少傾向となっている。個別の大学では十分にカバーしきれない人材育成機能を、大学・高専機構・研究機関・産業界等が組織的に連携し相互に共有・供用す
ることで「欠け」を補い、一体となって人材を育成する体制を構築し、原子力分野の人材育成機能の維持・充実を図る必要がある。
また、新試験研究炉計画については、原子力に関する人材育成・研究開発を実施する大学等や産業界を含め、本試験研究炉の利用ニーズを有する機関と連携し、我が国全体の研究開発・人材育成
を支える基盤の強化を図る必要がある。

令和6年度要求

-

-

-

900

(目)

(目)

198

　

　

　

(目)

25 45

255

試験研究炉整備等促進事業費補助金

原子力人材育成等推進事業費補助金

原子力施設廃止措置研究等委託費

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額の
割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
80%

主な増減理由（・要望額・予備費）

87%

令和6年度要求

事業概要URL
-

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 723.2

600

79%

執行率（％）
=(G)/(F)

80% 87% 99%

研究開発推進費

2023 文科 22 0326

文部科学省

政策 9　未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応

事業の目的
（5行程度以内）

原子力教育を行うことのできる講師や放射性物質等を扱うことのできる原子力施設は限定的であることから、社会環境の変化を踏まえ、産学官の関係機関が連携することにより、人材
育成資源を有効に活用するとともに、企業や国際社会から求められる人材像をより適確に把握し、効果的・効率的・戦略的に人材育成を行うことを目的とする。また、新たな試験研究
炉に関する設計及び運営の在り方検討等を行うことにより、我が国に必要である原子力研究開発基盤の整備・維持を図る。

原子力課 原子力課長　奥　篤史

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

エネルギー基本計画（令和3年10月22日閣議決定）

事業名 国際原子力人材育成イニシアティブ 担当部局庁 研究開発局 作成責任者

事業開始年度

施策 9-5 国家戦略上重要な基幹技術の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 科学技術振興費、エネルギー対策費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20211224-mxt_kanseisk02-000019646_9-5.pdf

-

平成22年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

126.8 -

補正予算（B) - - -

-

-

900

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 278.6 358.6 623.2 723.2 900

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

我が国の原子力研究開発・人材育成基盤の維持・発展に必要な取組を支援する。具体的には、①大学や高等専門学校の理工系学科・専攻における原子力関連教育のカリキュラムや
講義等の高度化・国際化、②原子力施設や大型実験装置等を有する機関及びこれらの施設の所在する立地地域における高度原子力教育の実施等の取組、③原子力施設を保有す
る大学等の研究開発機関を対象に、その基盤を維持・発展しつつ、人材育成・研究開発活動の活性化を目的にした取組、④将来的な研究開発・人材育成の中核的拠点とする新試験
研究炉計画に関する設計及び運営の在り方検討等を重点的に補助・委託する。このため、公募により採択した機関に対して、事業実施に必要な人件費や事業費を支援する。（補助
率：定額）

実施方法 委託・請負、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 223 311 491.6

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

278.6 358.6 496.4 850

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - ▲126.8 -

500

重要政策推進枠　386百万円

【試験研究炉整備等促進事業費補助金】
・建設候補地の地質調査（ボ－リング調査）の追加に伴う増

【原子力人材育成等推進事業費補助金】
・新規課題採択に伴う増



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

90

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ 100 100 100

目標値 ％ 90 90 90

達成度 ％

各機関で行われる機関横断的な人材育
成事業等の実施課題における研修の継
続

機関横断的な人材育成事業等
の実施課題における研修等の
延べ受講者数

成果実績 人 6,895 2,917

164.5

国内の大学、高等専門学校、独立行政法人(国立研究開発法人を含む)、大学共同利用機関法人、民間企業(法人格を有するもの)等の機関を対象に、各機関が有す
る講師や施設等の資源を幅広く展開・共有を図る人材育成の取り組みに対して補助金を交付し支援を行う。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

審査評価会

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

- -

9

活動目標 活動指標

17

年度

2,163 2,642

定量的な成果指標 単位

件 15

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

機関横断的な人材育成事業等の実施
機関横断的な人材育成事業等
の課題件数(継続課題分を含
む)

活動実績

9 年度

事後評価において、計画通り又は計画
以上に進む課題の割合を90％以上にす
る。

当該年度に実施する事後評価で
の評価(SABC)において、計画通り
の成果があげられ、又は見込まれ
るとされたA評価以上の課題の件
数割合 達成度

単位 令和2年度

111.1

目標最終年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

各課題ごとの実績報告書

令和2年度 令和3年度

111.1

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

20

-

2,000

6

継続的に人材育成が実施され、国内の幅広い分野の人材に対する原子力教育が行われていること、かつ、質の高い教育が行われ、各課題ごとで確実に成果が挙げ
られていると外部有識者にも認められていることが確認できれば、事業全体に着実な人材育成の成果があげられていると言える。そのため、事後評価における評価
(SABC)において、A評価以上の課題の件数割合を長期アウトカムとして設定した。

-

111.1％

3,271

目標値 人 4,192

134.9 123.8

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

10

効果の発現を測るために、まずは人材育成事業を実施する機関における講座・実習等が継続されていること、またこれらが充実し、育成される人員が一定数確保さ
れていることを確認するため、人材育成事業での研修等の延べ受講者数を短期アウトカムとして設定した。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

1215 9

成果実績



アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

国内で試験研究炉の詳細設計が行われるのは約４０年ぶりであることに加えて、安全審査に係る状況等、予見し難い点があり、定量的なアウトカムにはなじまないた
め。

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-

- - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - -

成果実績 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

令和２年度から令和４年度は、新試験研究炉の概念設計及び運営の在り方検討を実施し、原子炉の利便性、安定性などの性能目標を設定した上で、燃料要素や炉
心配置、冷却材、減速材等の仕様など、基本的な構成を選定し、原子炉の成立性を確認した。令和４年度末以降は試験研究炉の設置許可取得に向けて、これまでに
得られた成果を踏まえて、より詳細に検討を進めていく。

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

新試験研究炉の設置許可の取得 -

- 700 270 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

もんじゅサイトに設置する新たな試験研究炉の概念設計及び運営の在り方検討　令和４年度委託業務成果報告書

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

平成28年12月に新試験研究炉の設置が政府方針として位置付けられ、これまで具体的な原子炉、周辺施設、実験設備の内容・構成等について、運営の在り方とあ
わせて、幅広い関係者の意見を踏まえながら検討を深めてきたところ。令和４年度末から詳細設計段階に移行し、試験研究炉の設置許可取得に向けた取り組みの具
体化を図っていくこととなるため、本アクティビティの目標となる原子炉設置許可の取得を長期アウトカムとして設定した。

＜補足＞
「試験研究炉を設置しようとする者は、原子炉等規制法第23条及び試験炉規則第１条の３に定めるところにより、試験研究炉の位置、構造及び設備などを記載した原
子炉設置許可申請書を原子力規制委員会に提出し、安全審査を経て、許可を受けなければならない。」

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

学会、講演会、研究会等の開催は、他分野・産業界を含む幅広い関係者に対して、事業内容やその成果を報告することにつながり、適切なニーズの集約や新たな知
見の創出、地元理解増進などに貢献することから、学会、講演会、研究会等での報告及び意見交換の件数を短期アウトカムとして設定した。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

6 年度

学会、講演会及び研究会等を活用し、
専門家からの意見を合理的かつ効果的
に収集

学会、講演会、研究会等での
報告及び意見交換の件数
※令和3年度より新設。

成果実績 件 - 21 54 -

目標値 件 - 3 20 50

達成度 ％

活動内容②
（アクティビティ）

平成28年12月の原子力関係閣僚会議において、高速増殖炉「もんじゅ」の廃止措置を決定した際、将来的に「もんじゅ」サイトを活用し、新たな試験研究炉を設置する
ことで、我が国の今後の原子力研究や人材育成を支える基盤となる中核的拠点となるよう位置付けることとされ、令和２年度から令和４年度に試験研究炉の概念設
計及び運営の在り方検討を実施してきたところ。令和４年度末から詳細設計段階に移行し、大学等とも連携しつつ、具体に整備する装置の検討等の取り組みを支援
する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

新試験研究炉計画に係る検討委員会等
の実施

新試験研究炉計画の検討委
員会等の件数

活動実績 件 1 13 15 - -

当初見込み 件 1 13 13 10 10



-

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

https://www.mext.go.jp/content/20211224-mxt_kanseisk02-000019646_9-5.pdf
事業に関連する

ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 266

備考

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 299

平成25年度 266

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

-

現状通り

現状通り

255

平成30年度 268

平成23年度 281

採択機関が一体的に人材を育成するためのコンソーシアムを形成しており、コンソーシアムにおいて、今後の具体的な事業内容や成果指標についても検討していく。
また、新たな課題の公募にあたっては、審議会（原子力研究開発・基盤・人材作業部会）において方針等を検討する。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 253

平成29年度 260

令和3年度

平成27年度

令和2年度 文部科学省 0265

0287

令和4年度 2022 文科 21 0291

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0262

-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和10年度実施)

-
点検結果

(国費投入の必要性について）
本事業はエネルギー基本計画を踏まえた事業であり、社会のニーズを的確に反映していると考える。
高いレベルの原子力人材を維持・強化する必要性が明記されるなど、国として責任をもって効果的・効率的・戦略的に原子力人
材育成を行う必要があり、地方自治体、民間等に委ねることができない事業であり、政策体系の中で優先度の高い事業であ
る。
（事業の効率性、有効性について）
エネルギー基本計画を踏まえて効果的・効率的・戦略的に原子力人材育成を行うことを目的に、国として実施する事業であり、
負担関係（国側の負担）は妥当。原子力・放射線教育を実施している大学や原子力関連施設を有する民間企業等を主な対象と
した事業であるため、実効性の高い事業である。
一般公募の後、外部有識者で構成される審査評価会にて実施課題を審査・評価することにより、計画段階から単位当たりコスト
等の水準の妥当性を確認しており、かつ額の確定を実施して費目・使途の把握等を行うことで、コスト削減や効率化に向けた工
夫を行っている。
（総評）
令和４年度は一般公募にて採択課題を決定しており、外部審査によってすべての経費の使途や必要性・経済性を把握して、真
に必要な経費以外は厳しく査定した。また、継続課題・終了課題についても担当するPOによる進捗管理を実施することで、事業
の効率性・有効性の確保を図っている。

9　未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応
9-5 国家戦略上重要な基幹技術の推進

政策目標9-5-17

この事業は、事業所管部局による自己点検の結果を踏まえ、特段の見直しは要しないものと考えられる。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

文部科学省
４９２百万円

【補助金等交付】

A．機関横断的な人材育成事業

１９４百万円

大学、独立行政法人、民間企業

（国立大学法人北海道大学等）

（全２１機関）

Ｂ．課題管理

２４百万円

公益財団法人

原子力安全研究協会

【一般競争契約（総合評価）】 【随意契約（企画競争）】

C．新たな試験研究炉検討

２４３百万円

国立研究開発法人

日本原子力研究開発機構

原子力の基盤と安全を支えるととも
に、より高度な安全性の追求、国際
的な原子力安全に係る議論への貢
献等のために、将来の原子力の担
い手となる優秀な原子力人材を育
成する。

人材育成事業を効率的・効果的に

実施するため研究開発課題の募

集、課題選定審査及び課題管理

等に関する業務を行う。また、これ

ら業務を通じて公募事業の在り方

や問題点等を抽出し、分析・考察

を行う。

もんじゅサイトに設置する新
たな試験研究炉の概念設計
及び運営の在り方を検討す
る。

再委託

【随意契約（その他）３０ 百万円】

D．国立大学法人

(全２件)
３０百万円

文部科学省

【随意契約（企画競争）】

C．新たな試験研究炉検討

２４３百万円

国立研究開発法人

日本原子力研究開発機構

再委託

【随意契約（その他）３０ 百万円】

D.国立大学法人

京都大学

１７百万円

D.国立大学法人

福井大学

１３百万円



19 業務実施費

　

支出先上位１０者リスト

A.

19

B

C

D

8

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 業務担当職員、補助者、法定福利費 17 人件費 業務担当者、社会保険料等事業主負担分 12

事業費 国内旅費、消耗品費、雑役務費

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

一般管理費

計 30 計 24

13 業務実施費
消耗品費、国内旅費、諸謝金、会議開催費、通信運搬
費、印刷製本費、借損料、雑役務費

上記経費の20％ 4

人件費 業務担当職員、社会保険料等事業主負担分、派遣職員

202 人件費

国内旅費、外国旅費 2

業務実施費 消耗品費、国内旅費、雑役務費 業務担当職員、補助者、社会保険料等事業主負担分 13

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

一般管理費 上記経費の10％ 22 一般管理費 上記経費の10％ 2

計 243 計 17

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人北海道大学 6430005004014
機関連携強化による未来社会に向けた新
たな原子力教育拠点の構築 30 補助金等交付 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

- -

4
独立行政法人国立高等専門
学校機構

8010105000820
機関連携強化による未来社会に向けた新
たな原子力教育拠点の構築

19

補助金等交付 - -

- - -

3 国立大学法人東北大学 7370005002147
原子炉及び大型実験施設等を活用した持
続的な原子力人材育成拠点の構築 補助金等交付 -

2 学校法人近畿大学 2122005000036
原子炉及び大型実験施設等を活用した持
続的な原子力人材育成拠点の構築 22 補助金等交付

- - -

7
国立研究開発法人日本原子
力研究開発機構

6050005002007
核燃料サイクル及び核燃料取扱いに関す
る実践的な原子力人材育成システムの構
築

11 補助金等交付 -

6 国立大学法人静岡大学 7080005003835
機関連携強化による未来社会に向けた新
たな原子力教育拠点の構築 13 補助金等交付

5 国立大学法人東京工業大学 9013205001282
原子力施設の廃止措置を統括するグロー
バル人材の育成 15 補助金等交付 - - -

-

9 国立大学法人東京大学 5010005007398
原子力施設の廃止措置を統括するグロー
バル人材の育成 9 補助金等交付 - - -

- -

8 国立大学法人筑波大学 5050005005266
原子力緊急時の環境影響評価と廃棄物
処理・処分を支える人材育成 10 補助金等交付 - -

- - -10 三菱重工業株式会社 8010401050387
電力との連携による原子力プラント技術
実践研修 9 補助金等交付

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
公益財団法人原子力安全研
究協会

1010405009411
人材育成事業を効率的・効果的に実施するため
研究開発課題の募集、課題選定審査及び課題
管理等に関する業務を行う。

24
一般競争契約
（総合評価）

1 97.1％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立研究開発法人日本原子
力研究開発機構

6050005002007
もんじゅサイトに設置する新たな試験研究
炉の概念設計及び運営の在り方の検討 243

随意契約
（企画競争）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

100％ -

- - -

2 国立大学法人福井大学 4210005005077
施設に対するニーズ整理及び地元関
係機関との連携構築の検討 13

随意契約
（その他）

-

1 国立大学法人京都大学 3130005005532
施設に対するニーズ整理及び幅広い
利用運営の検討 17

随意契約
（その他）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック
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